
資料１ 

 

野生生物小委員会の設置について 

 

平成 25 年３月 26 日 

自然環境部会決定 

 

中央環境審議会議事運営規則（平成 13 年 1 月 15 日中央環境審議

会決定。以下「議事運営規則」という。）第８条の規定に基づき、   

次のとおり決定する。 

 

１． 自然環境部会に、議事運営規則第８条の小委員会として、  

野生生物小委員会を置く。 

 

２． 野生生物小委員会は、絶滅のおそれのある野生動植物の種の 

保存につき講ずべき措置についての検討を行う。 

 

３． 野生生物小委員会は、絶滅のおそれのある野生動植物の種の 

保存に関する法律（平成４年法律第 75 号）の規定により中央

環境審議会の権限に属せられた事項を調査審議する。 

 

４． 野生生物小委員会は、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する 

法律（平成 14 年法律第 88 号）の規定により中央環境審議会の

権限に属せられた事項のうち、鳥獣の保護を図るための事業を

実施するための基本的な指針に関することを除く事項を調査

審議する。 

 

５． 野生生物小委員会の決議は、部会長の同意を得て、自然環境 

部会の決議とすることができる。 

 



  

 

野生生物小委員会の運営方針について 

平成 25 年３月 26 日 

                                                    自然環境部会長決定 

１．会議の公開 

 （１）会議の公開・非公開 

     小委員会は、原則として公開するものとする。ただし、公開することに

より、公正かつ中立な審議に著しい支障を及ぼすおそれがある場合、特定

の者に不当な利益若しくは不利益をもたらすおそれがある場合又は特定の

野生動植物の保護に著しい支障を及ぼすおそれのある場合には、委員長は、

小委員会を非公開とすることができる。 

     

 （２）公開する場合の必要な制限 

     委員長は、会議の公開に当たり、会議の円滑かつ静穏な進行を確保する

観点から、入室人数の制限その他必要な制限を課することができる。 

 

２．出席者 

   代理出席は認めない。欠席した委員、臨時委員及び専門委員（以下「委員

等」という。）については、事務局からの資料送付等により、会議の状況を伝

えるものとする。 

   

３．会議録 

  （１）会議録の作成、配付 

      ①会議録は、発言内容を精確に記載するものとする。 

      ②会議録の調整に当たっては、当該会議に出席した委員等の了承を得る

ものとする。 

      ③会議録は、小委員会に属する委員等に配付するものとする。 

       

  （２）会議録及び議事要旨の公開 

      ①公開した会議の会議録は、公開するものとする。また、非公開とした

会議の会議録であっても、小委員会が認めたときは、公開するものと

する。 

      ②小委員会の会議について、議事要旨を作成し、公開するものとする。 

      ③公開した会議の会議録（小委員会が公開を認めた会議録を含む。）及び

議事要旨の公開は、環境省ホームページへの掲載及び環境省閲覧窓口

への備え付けにより行うものとする。 



絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

国際希少野生動植物種（698 種類） 

◎ レッドリストの作成 
◎ レッドデータブックの作成 

（我が国に生息する希少種の保護） （外国産の希少種の保護） 

ワシントン条約附属書Ⅰ掲載種 

二国間渡り鳥等保護条約（協定）通報種 

国内希少野生動植物種（ 90 種） 
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生息地等保護区の指定 
 ○環境大臣指定 

 ○環境省（地方環境事務所）が保

護管理 

 ９地区指定（885.48 ha） 

保護増殖事業計画 
 49 種・亜種に関する計画策定 
 ○環境省（＋各省）が策定（告示） 
 ○環境省の保護増殖事業 

下記の場合例外的に譲渡し等が可能 

環境大臣（又

は登録機関）

の 「 登 録 」 を

受けた場合 

(第 12 条第１

項５号) 

象牙等で全形

を保持しないも

のを譲渡しする

場合 

(第 12 条第１項

第３号) 

当該象牙等が適正に入手されたも

のである旨の環境大臣等の「認定」 
(第 33 条の７) 

販
売
目
的
の
陳
列
の
禁
止 

(

法
十
七
条) 



・国指定鳥獣保護区の指定、管理
・都道府県鳥獣保護区の指定、管理

・鳥獣の捕獲等の禁止、許可等
・爆発物等の危険猟法の制限、許可
・銃猟の制限
・捕獲した鳥獣の放置等の禁止 など

鳥獣保護事業計画

特定鳥獣保護管理計画
（任意計画）

鳥獣の保護を図るための事業を
実施するための基本的な指針

都道府県

・狩猟鳥獣の指定
・狩猟鳥獣の捕獲等の禁止・制限
・休猟区の指定
・特定猟具使用禁止・制限区域の指定
・指定猟法禁止区域の指定
（鉛製散弾使用禁止区域等）の指定
・狩猟免許、狩猟者登録
・猟区の管理 など

その他

主な国の役割

・鳥獣の飼養の登録
・販売禁止鳥獣（ヤマドリ）の管理
・鳥獣の輸出入の規制、特定輸入鳥獣の
識別措置
・違法捕獲等鳥獣の飼養、譲渡等の禁止
・報告の徴収及び立入検査等
・取締り職員、鳥獣保護員
・罰則 など

○ 鳥獣保護法においては、鳥獣の保護を図るための事業の実施、鳥獣による被害の防止、猟具の使用に係る

危険の予防により、生物多様性の確保、生活環境の保全及び農林水産業の健全な発展に寄与することを目的

として、鳥獣の捕獲等の規制、生息環境の保護・整備、狩猟制度等に関する事項を規定。

鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律の概要

・都道府県への助言
・狩猟制度の管理
・狩猟鳥獣の指定
・国指定鳥獣保護区の指定、管理
・希少鳥獣の捕獲許可等
・危険猟法の許可等
・使用禁止猟具（かすみ網）の許可等

狩猟制度

（即して）

生息環境の保護・
整備

国 鳥獣の捕獲等の規制


